




























































































































































































































































































































れる。表 1 は OECD のデータに基づいて作成された総務省の資料である。日本の地方税制
のイメージでは地方税と州税を合計して国税と州・地方税ということで見た方がわかりや
すいが、表では地方税と州税が別々に示されている。 









国名 地方税の割合 州税の割合 　地方税の課税ベース（構成比）　州税の課税ベース（構成比）
所得 消費 資産等 所得 消費 資産等
日本（2007年度） 24.8 43.3 55.5 17.7 26.8
アメリカ 26.1 18.1 26.1 6.0 22.6 71.4 42.1 55.6 2.3
イギリス 38.5 5.6 0.0 0.0 100.0
ドイツ 29.1 13.4 36.0 79.5 5.1 15.3 52.0 42.5 5.4
フランス 37.8 18.2 0.0 16.5 83.5
カナダ 38.3 9.9 42.1 0.0 2.0 98.0 48.9 40.0 11.1
スウェーデン 49.0 42.8 100.0 0.0 0.0
オーストラリア 44.1 2.9 28.1 0.0 0.0 100.0 0.0 61.9 38.1



































































　　　　　　資料）『平成 21 年度　地方財政計画』。 
　　　　　　備考）現行の値で、都道府県の個人住民税のうち、利子割、配当割、株式等譲渡所得割、及び地方消費税については、そ














表２ 都道府県・市町村の税収再配分（試案・2009 年度ベース） 
 
資料）『平成 21 年度 地方財政計画』。  
備考）現行の値で、都道府県の個人住民税のうち、利子割、配当割、株式等譲渡所得割、   










都道府県 市町村 合計 都道府県 市町村 合計
個人住民税 50,561 75,841 126,402 4,098 122,304 126,402
固定資産税・都市計画税 150 101,313 101,463 150 101,313 101,463
法人住民税 7,243 19,475 26,718 － － －
事業税 32,886 0 32,886 － － －
事業所税 0 3,252 3,252 － － －
所得型付加価値税 － － － 62,856 － 62,856
地方消費税 12,732 12,732 25,464 25,464 － 25,464
合計　　　　　　　　　　　　　　　    103,572 212,613 316,185　　　　92,568 223,617 316,185











の支出が 100 であるから 100 の税金という意味で
の受益と負担の一致を考える必要があるのかとい
う点が問題になる。もちろん、税源移譲の実現に
は大きな意義があるが、地域間で経済力の差は実
在しているという状況では、かりに地方税収が 2
倍になっても、予算に占める税収の割合が 10％
台の自治体は依然として残される。また、日本の
自治体は、福祉から建設事業まで非常に幅広い行
政を担うという意味で総合行政官庁になってい
る。したがって、全国的なサービスを確保するた
めの窓口になっているという側面があり、必ずし
も地方の支出となっているサービスの財源を地域
で賄う必要はない。これらの点を考慮すると、地
方税の整備は、全額の拡大よりも、むしろマージ
ナル（限界的）な意味で、地方が担うサービスが
拡大すれば税負担が高くなるという関係を構築す
ることが重要と考えられる。そしてそのためには
税制だけではなく地方財政システムそのものを検
討しなければならない。税負担の水準と支出のリ
ンクという観点からは、たとえば固定資産税の税
率、あるいは住民税の税率の調整が具体例として
考えられる。その税収で支出を全部賄うというこ
とよりも、歳出が増えるときに税率をどのように
調整していくのかを考えていく必要がある。
　企業税に関しては、企業の負担水準を分権社会
に向けてどのように設定するのかは大きな論点で
ある。企業の税は誰が負担しているのかを突き詰
めれば個人に帰着すると考えられるが、企業負担
の規模をどこまで求めてよいのかという点につい
ては十分に検討しておかなければならない。
　税制に関しては、特別措置や減免による減収、
いわゆる租税支出も一つの論点である。地方税に
おける租税支出を独自に決めている部分というの
は、ある種の課税自主権と言える。たとえば不均
一課税の形で税率を下げることは、地方が独自に
決めている。他方、地方の租税支出にはこれとは
別に、全国的なルールとして減免しないといけな
いというものもある。つまり国の政策判断によっ
て生じる地方の租税支出である。この点について
は、課税自主権や地方分権の推進という目標との
整合性が問題となる。
　さらに地方税制は、都道府県税、市町村税とい
う形で議論をすることになるが、市町村といって
も一律ではないため、先の試案のようにたとえば
家計の部分は基礎自治体で、企業活動の分、或い
は企業を通じて払う消費の分は都道府県というよ
うに設定すると、大阪市のように企業活動が集積
している基礎自治体にとってはマイナスが生じる
可能性がある。地方税制については、このような
点も考慮して制度設計を考えなければならない。
４．財政調整
　地方財政、あるいは税制は、さまざまな地域間
での経済力の差を考慮すると何らかの財政調整が
必要になる。財政調整を考えるときには、支出を
考慮して調整するのか、税収だけを見て調整する
のかという二つの方法がある。
　日本の地方交付税の場合は両方を考慮して、具
体的には、標準的な行政を展開するために必要と
される費用と、地域に存在する課税ベースに対し
て標準税率で課税することで見込まれる税収の両
方を見ながら調整している。地方税制について議
論しても、最後に調整してしまうと、地方税の在
り方や地方自治という点では問題が生じているの
ではないかと考えられる。もちろん、現状でも超
過課税の部分は地方交付税の枠外になっている
が、超過課税は投票権のない企業に偏っていると
いうのが実状である。地方税制の議論と絡めて、
財政調整をどうするのかというのは重要なテーマ
である。
